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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期

第１四半期累計期間
第15期

会計期間
自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （千円） 454,080 1,830,884

経常利益 （千円） 61,445 220,613

四半期（当期）純利益 （千円） 42,260 159,187

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － －

資本金 （千円） 147,850 147,850

発行済株式総数 （株） 2,190,000 2,190,000

純資産額 （千円） 617,868 575,608

総資産額 （千円） 889,073 913,509

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 19.30 77.66

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 17.12 68.28

１株当たり配当額 （円） － －

自己資本比率 （％） 69.5 63.0

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４．当社は、平成28年８月15日付で普通株式１株につき５株の株式分割を、平成28年11月10日付で普通株式１株

につき600株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当

たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しておりま

す。

５．当四半期報告書は、第１四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、第15期第１四半期累計期間

に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

６．当社は、平成29年３月９日に東京証券取引所マザーズ市場に上場したため、第15期の潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額は、新規上場日から第15期事業年度末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定し

ております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等

のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　なお、当社は、前第１四半期累計期間については四半期財務諸表を作成していないため、前年同四半期累計期間

との比較分析は行っておりません。

 

(1）業績の状況

　当第１四半期累計期間（平成29年４月１日～平成29年６月30日）におけるわが国経済は、経済対策や金融政策の

効果により、企業収益や雇用回復の兆しが見られ、緩やかな回復基調で推移したものの、新興国の景気下振れリス

ク等により、景気の先行きは不透明なままとなっております。その中で電子工業の状況は、テレビやカメラなどの

民生用電子機器は依然として需要が低迷しておりますが、通信機器や計測器など産業用電子機器、また、半導体や

液晶などの電子部品の需要に回復の兆しが見られ、電子工業全体としては、微増となっております。以上のことか

ら、当社が所属する電子回路基板産業も横ばいとなりました。

　このような状況のもと、当社ではこれまで培ったウェブ・マーケティングのノウハウや実績を元に、「検索エン

ジン最適化（SEO対策）」の取り組みや、「インターネット広告（リスティング広告）」を中心に、新規会員登録

（リード顧客）の獲得活動を積極的に展開致しました。

　これらの施策を実施したことにより、当第１四半期累計期間に新規会員999名の登録（リード顧客）（※１）を

獲得し、当第１四半期会計期間末の会員登録数は45,594名となりました。

また、プリント基板の設計、製造、部品実装までウェブ上で簡単に一括注文が出来る「ワンストップ・ソリュー

ション」の利用を広め、既存顧客のサービス利用の拡大が進みました。

　以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は新規顧客の増加及び既存顧客の顧客単価の増加により454,080千

円となりました。売上総利益は、国内外の仕入先多様化による仕入原価の適正化により改善、さらに販売費及び一

般管理費の削減努力を行いました。その結果、営業利益は61,349千円、経常利益は61,445千円、四半期純利益は

42,260千円となりました。

　なお、当社はプリント基板のEコマース事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しており

ます。

（※１）新規会員登録（リード顧客）：当社サービスの無料の会員登録をいただくことで、顧客のニーズを把握し

て、きめ細かいサービスの提供が可能となります。会員には、無料メールマガジンの購読などのメリット

があります。

 

(2）財政状態の分析

資産、負債及び純資産の状況

（資産の部）

　当第１四半期会計期間末における総資産は889,073千円となり、前事業年度末と比較して24,436千円の減少とな

りました。これは主に、現金及び預金5,993千円、売掛金17,658千円が減少したこと等によります。

 

（負債の部）

　当第１四半期会計期間末における負債合計は271,205千円となり、前事業年度末と比較して66,696千円の減少と

なりました。これは主に、未払金14,064千円、未払費用8,848千円、未払法人税等40,462千円、未払消費税等

9,854千円が減少したこと等によります。

 

（純資産の部）

　当第１四半期会計期間末における純資産合計は617,868千円となり、前事業年度末と比較して42,260千円増加

となりました。これは、利益剰余金が四半期純利益により42,260千円増加したこと等によります。

 

EDINET提出書類

株式会社ピーバンドットコム(E33016)

四半期報告書

 3/12



 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はあ

りません。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ピーバンドットコム(E33016)

四半期報告書

 4/12



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 8,160,000

計 8,160,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 2,190,000 2,190,000
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数は100株であ

ります。

計 2,190,000 2,190,000 － －

　（注）「提出日現在発行数」欄には、平成29年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 2,190,000 － 147,850 － 113,850

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）  普通株式　2,189,700 21,897
単元株式数は100株で

あります。

単元未満株式  普通株式　　　　300 － －

発行済株式総数 2,190,000 － －

総株主の議決権 － 21,897 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　なお、当四半期報告書は、第１四半期に係る最初に提出する四半期報告書であるため、前年同四半期との対比は

行っておりません。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成29年４月１日から平成29

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 593,006 587,013

売掛金 234,998 217,340

商品 15,428 17,208

その他 13,958 9,938

貸倒引当金 △5,429 △5,231

流動資産合計 851,963 826,269

固定資産   

有形固定資産 3,697 3,432

無形固定資産 27,742 29,218

投資その他の資産   

その他 30,137 30,248

貸倒引当金 △30 △95

投資その他の資産合計 30,106 30,153

固定資産合計 61,546 62,803

資産合計 913,509 889,073

負債の部   

流動負債   

買掛金 198,521 199,773

未払法人税等 56,209 15,746

賞与引当金 1,268 4,653

その他 74,764 43,335

流動負債合計 330,764 263,509

固定負債   

退職給付引当金 7,137 7,696

固定負債合計 7,137 7,696

負債合計 337,901 271,205

純資産の部   

株主資本   

資本金 147,850 147,850

資本剰余金 113,850 113,850

利益剰余金 313,508 355,768

株主資本合計 575,208 617,468

新株予約権 400 400

純資産合計 575,608 617,868

負債純資産合計 913,509 889,073
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

 （単位：千円）

 
 当第１四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 454,080

売上原価 299,239

売上総利益 154,841

販売費及び一般管理費 93,491

営業利益 61,349

営業外収益  

その他 118

営業外収益合計 118

営業外費用  

為替差損 19

その他 3

営業外費用合計 22

経常利益 61,445

税引前四半期純利益 61,445

法人税、住民税及び事業税 14,264

法人税等調整額 4,921

法人税等合計 19,185

四半期純利益 42,260
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
当第１四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
 至　平成29年６月30日）

 減価償却費 2,152千円

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社はプリント基板のEコマース事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期累計期間

（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 19円30銭

（算定上の基礎）  

四半期純利益金額（千円） 42,260

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益金額

（千円）
42,260

普通株式の期中平均株式数（株） 2,190,000

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額
17円12銭

（算定上の基礎）  

四半期純利益調整額（千円） －

普通株式増加数（株） 278,400

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前事業年度末から重要な変動が

あったものの概要

－

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 
   平成29年８月14日

    

株式会社ピーバンドットコム    

取締役会　御中    

   
    
 新日本有限責任監査法人
    

 
指定限定責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 佐藤　明典　　印

    

 
指定限定責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 白取　一仁　　印

 

 
   

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ピーバ

ンドットコムの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第16期事業年度の第１四半期会計期間（平成29年４月１日

から平成29年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期財務

諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ピーバンドットコムの平成29年６月30日現在の財政状態及び同日を

もって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

 

 
 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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